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令和
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終期

消防団は、市町村が設置する機関として消防組織法に規定された消防機関であり、本市消防団においては、
火災現場での消火活動や災害時の避難誘導・応急対策はもとより、町内会・自治会行事等へも積極的に参加
するなど、地域と密着した活動も行っている。
　近年では、全国各地で大規模災害が頻発しており、地域防災力の充実が改めて重要視される中、平成２５
年に制定された「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」では、消防団を「地域防災力の
中核として欠くことのできない代替性のない存在」と規定し、消防団の重要性が法律でも明文化された。
　また、消防団活動が、地域活動の中心となる人材を育てる場であることも、市政にとって重要な役割を
担っているところであるが、少子高齢化や就業構造の変化により、組織を維持するため最も重要な団員確保
が年々厳しい状況となっている。

島原市消防団　各分団（本部）
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以下の消防団活動の実施及び活性化により、団員の技術習得と資質向上、また、消防団組織の強化が図られ
ることが目指す成果と考えている。また、地域防災力の強化にも繋がると考えている。
　　‣ 必要な技術を習得するための訓練の実施。
　　‣ 地区や分団の指揮をとる幹部団員の資質向上のための研修。
　　‣ 分団の枠を超えた組織力の向上を図るため、地区ごとの訓練・研修の実施。
　　‣ 年々厳しくなる団員確保を推進するため、消防団後援会をはじめとする地域との関わりの推進。
　　‣ 消防団が地域コミュニティの中核としても重要な役割を担うため、地域行事への積極的な参加。
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各分団（本部１+分団24）につき
　①均等割　47,500円
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あり なし



◎１次評価（自己評価）

（ ）

（ ）

◎２次評価

◎３次評価

予算措置額の増減：

備
考

⇒ 0

備　　考

　分団の運営に必要な経費に充当されており、団員の技能習得と資質向上、消防団の組織力の強化に寄与していることか
ら継続して補助する必要がある。
今後の分団統廃合の推進や報酬の支給方法の見直し等の検討をお願いしたい。

判　　　定

評　価　結　果　を　踏　ま　え　た　次　年　度　予　算　へ　の　反　映　状　況　　（☑）

○視点別分析
視　  　　　　点 現　状　分　析 説　　　　　　　　　　　　明

② 市 の 関 与 の 必 要 性
消防組織法第8条に基づく、運営経費の助成であり、今後も消防団活動、
支出経費ともに、関与していく必要があると考えている。

① 助 成 事 業 の 効 果

③ 団 体 の 事 業 内 容 や

助成の在り方等の見直し

総 合 評 価

判
　
定

団活動、団運営に必要な交付金であり、今後も継続して必要と考えてい
る。

　の必要性

  Ｂ　見直しのうえで実施

○総合評価と今後の方向性

備　　考

見
直
し
の

方
向
性

判　　　定

　今後の課題と見直しの
　方向性（総合評価判定が
  Ｂ１～Ｂ４の場合）

課
 

題

地域の安全・安心を守るための活動経費であり、継続して交付金が必要である。

消防団活動にかかる必要経費として支出を行っており、活動の活性化に効
果があると考えている。

千円

休止･廃止の具体的方向性

判
定
理
由

意図した効果があがっている

ある程度効果がある。

あまり効果がない

分析できない

事業効果は後年度

必要性は薄れていない

少し薄れている

薄れている

不明

該当しない

見直しの必要はない

検討の余地はある

見直しの必要あり

補助額の削減

B1 事業規模の拡大 B2 事業規模の縮小

B3 事業内容の改善 B4 その他の見直し

Ａ 継続(特段の見直しは行わない）

Ｃ 休止（隔年実施など）

Ｄ 廃止（終期の設定も含む）

補助額の増加 補助の休止若しくは廃止 現状維持


